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賦課税の納入書等の規格・様式に係る要望について 
 
 平素は種々ご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。 

 さて、地方税の収納事務に係る納入書等の規格・様式につきましては、かね

てより改善方を要望しておりますが、今後の地方自治体における地方公金収納

事務の電子化の進展等を踏まえ、今般、別紙のとおり要望事項をとりまとめま

したので、ご高配を賜りますようお願い申しあげます。 
 

以   上 
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別 紙 
賦課税の納入書等の規格・様式について 

 
 現在、国民の利便性の向上および行政運営の簡素化・効率化の向上を図る観

点から、国および地方自治体において、ＩＴを活用した業務改革、行政改革が

行われているところである。 
 収納事務の電子化についても、行政の情報化の重要な対象業務であり、国に

おいてはマルチペイメントネットワーク（以下「ＭＰＮ」という。）を活用した

「ペイジー収納サービス」が開始・拡大されている状況にある。 
 また、さる１月 19 日に公表された「ＩＴ新改革戦略」では、「住民サービス

に直結する地方公共団体の電子化が十分ではないなど、国民・企業等利用者が

利便性・サービスの向上を実感できていない」ことから、利用者が利便性・サ

ービス向上が実感できる電子行政を実現すること、2010 年度までにオンライン

利用率 50％以上を達成し、政府はそれに向けた普及、促進に努めることとされ

ている。 

これまで指定金融機関等では、地方自治体に対して、納入書等の規格・様式

の統一化の働きかけおよび日本マルチペイメントネットワーク推進協議会への

参加を通じたＭＰＮの理解促進等の働きかけを行ってきているところであるが、

今後、地方自治体において、収納事務の電子化を推進していくには、以下の理

由から、ＭＰＮ標準帳票1に準拠した別添の様式例を参考にした帳票を利用する

ことは不可欠と考えられ、市町村の合併や各団体におけるシステム更改等を機

に、別添の様式例を参考にした帳票に切替を行うことが望ましい旨地方自治体

に周知していただきたい 2。 

あわせて、地方自治体が納入書等の制定・切替等の検討を行うにあたっては、

事前に指定金融機関等と協議するよう周知いただきたい。 
 
 
 
１．電子収納の導入に向けた取組み 
平成 15 年８月の総務省の「電子自治体推進指針」において、歳入・歳出手続

の電子化については、国の行政機関と金融機関で行われている各種歳入・歳出

                                                  
1  ＭＰＮ標準帳票の概要は、日本マルチペイメントネットワーク推進協議会のホームペー

ジ（http://www.jampa.gr.jp/pub/）により閲覧可能である。 
2 地方自治体は日本マルチペイメントネットワーク推進協議会のオブザーバー会員登録に

よりＭＰＮ導入検討が可能であり、本年１月時点で、群馬県、埼玉県、千葉市、東京都、

荒川区、葛飾区、神奈川県、岐阜県、愛知県、大阪府、岡山県、佐賀県の 12 の地方自治体

が、ＭＰＮを活用した「ペイジー収納サービス」を開始している。 
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手続に関する電子化の推進状況等を踏まえ、今後積極的に推進する必要がある

とし、ＭＰＮを活用することが適当との考え方が示されている。 
 現在、賦課税の納入書等の規格・様式について統一的なものがないが、各団

体においては、ＭＰＮ標準帳票に準拠した納入書等の様式に変更することによ

って、電子収納の早期実施（＝MPN のシステム対応）、電子行政のオンライン

利用率の向上等を行うための環境整備が効率的に図れることとなる。 
 
２．行政手続のワンストップサービス化の実現 
平成 15 年７月のＩＴ戦略本部の「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」においては、電子

政府の総合窓口と各府省、地方自治体等のシステムと連携し、関連手続を一括

してオンライン申請できるワンストップサービスを整備することとされている。

すでに自動車保有関係手続については、昨年 12 月からＭＰＮを利用したワンス

トップサービスが一部地域で稼動しており、平成 20 年までに全都道府県、全手

続に拡大することが目標とされている。 

自動車保有関係手続ワンストップサービスの実現を通じて、地方自治体のＭ

ＰＮのシステム対応の整備が進んでいくが、今後は自動車税定期徴収分のＭＰ

Ｎ対応の実施等その有効活用に向けた対応が重要となる。 

 
３．地方自治体における収納事務の標準化、コスト軽減等 
「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」においては、異なる行政機関が類似のＩＴを導入

することによる重複投資を排除して共通化を図るとともに、行政機関間の枠を

超えた集約統合により合理化し、同様の取組みを地方自治体にも要請している。 
また、本要請については、ＩＴ戦略本部の｢ｅ－Ｊａｐａｎ重点計画－2004｣

（平成 16 年 6 月 15 日）や｢ＩＴ政策パッケージ－2005｣（平成 17 年 2 月 24 日）

でも謳われているところである。 

ＭＰＮは、地方自治体公金収納事務のＩＴを活用した共通化・標準化に資す

るインフラであり、事務を民間へ外部委託することによりコスト削減の指向に

も合致する。 
また、市町村合併の推進に伴い、行政事務の統合・見直しが行われるが、各

団体で異なる様式を採用すると、将来、電子収納実施に際し、再度、様式やシ

ステムの変更を要するなど、地方自治体において二重投資となる惧れがある。 
 

 以   上 








